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第65回調達価格等算定委員会 

 

日時 令和２年12月23日（水）10：30～12：31 

場所 経済産業省別館２階235会議室（オンライン会議） 

 

１．開会 

 

○清水新エネルギー課長 

 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第65回調達価格等算定委員会を開催したいと

思います。 

 皆様方におかれましては、御多忙な中御出席いただきまして誠にありがとうございます。本日

もオンラインでの開催とさせていただければと思います。 

 事務局のほうから留意点を、２点、申し上げます。 

 １点目に、先生方におかれましては、委員会中、ビデオはオフにしていただきつつ、マイクに

ついても御発言のとき以外はオフ、ミュートというふうにしていただければと思います。 

 それから２点目に、通信のトラブル等生じた場合には、事前にお伝えしております事務局の連

絡先に御連絡いただければと思います。電話にてつなぐ等、何らかの形でのこの会議の運営をし

ていきたいと思ってございます。 

 それでは、山内委員長に以後の議事進行をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

○山内委員長 

 それでは、お手元の議事次第に従って、議事を進めたいと思います。 

 御覧いただいて分かるように、基本的に２つ議事がございまして、地域活用要件についてと、

それから地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電と、この２つですけれども、前半は、本委員

会においてこれまでも検討してまいりましたが、地域活用要件について御議論いただきまして、

後半で、地熱・中小水力・バイオマスと、これについて御議論いただきたいというふうに思いま

す。 

 それでは、事務局から配付資料の確認をお願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 インターネットで中継を御覧の皆様方におかれましては、経済産業省のホームページに資料を

アップロードしておりますので、御確認ください。 
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 配付資料一覧にございますとおり、議事次第、委員等名簿に続きまして、本日は資料は４点、

参考資料１つということで、資料１ということで地域活用要件について、それから、資料２で地

熱発電について、資料３で中小水力発電について、資料４でバイオマス発電についてということ

と、参考資料の１ということで、バイオマス持続可能性ワーキングからの報告というふうに用意

してございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 議事に入りますが、その議事の冒頭で、先月、これは11月27日の16時から開催されました第64

回調達価格等算定委員会について御説明をいたしたいと思います。 

 この説明の位置づけについて、まず事務局から一言、御説明をお願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 11月27日の16時から、非公開で第64回会議を開催してございます。そこで太陽光の第７回、そ

れから着床式の洋上風力の第１回、それからバイオマスの第３回の入札の上限価格について意見

の取りまとめをいただいております。その後、入札募集を開始した12月８日までに、ここの意見

を尊重して、経済産業大臣が上限価格を決定してございます。 

 非公開の委員会につきましては、運営規程の第３条、それから、算定委員会の公開についての

７の規程に基づきまして、議事要旨を事後的に公開するとともに、委員長及び委員長代理が次回

の公開の委員会の冒頭に説明を行うというふうにしてございますので、これに基づき、今回の委

員会の冒頭で御説明をいただく次第です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 というわけでございまして、御説明申し上げたいと思います。 

 第64回の委員会では、太陽光第７回、着床式洋上風力第１回、それからバイオマス第３回、こ

の３つの入札の上限価格を決定し、意見を取りまとめたということでございます。この委員会は

もちろん非公開ということでございます。この趣旨に基づきまして、ここでは議論を行ったこと

のみ御説明申し上げるということで、決定に至った考え方を含めて、その内容につきましては、

今回の入札の公表は12月25日ということでございますので、その後で御説明申し上げるというこ

とにしたいと思います。 

 ただし、配付資料、それから議事要旨については、委員会の運営規程に基づいて、既に事務局

から公表してあるというところでございます。 
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 説明につきましては以上でございますけれども、髙村委員長代理から補足がございましたらお

願いしたいと思います。 

○髙村委員 

 髙村でございます。山内先生、聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 

 はい、大丈夫です。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。ただいま、山内委員長から御説明があったとおりで、特に補足をする

事項というのはございません。 

以上です。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 

２．地域活用要件について 

 

○山内委員長 

 それでは、本日の議題に入りたいと思います。 

 まず、前半の議題として、先ほど申し上げたとおり、地域活用要件について御議論いただきた

いと思います。これは資料１ですね。 

 事務局から御説明をお願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 それでは、お手元の資料１に基づきまして、地域活用要件について御説明させていただきます。 

 めくっていただきまして、２ページ目のところで、本日御議論いただきたい事項ということで、

地域活用要件の中の具体的な在り方というところが、赤枠の四角囲いでございます。 

 ３ページ目のところでございますが、これまでの整理につきまして、小規模太陽光については、

左側にございますとおり、低圧の部分について、既に今年度から自家消費型ということで、ＦＩ

Ｔの適用しているところでございます。 

 本日は残りの部分のこの地熱、それから水力、バイオマスといったものについて、地域一体型

の要件といったことも含めて、具体的にはどのように設計していくかということでございます。 

 ４ページ目以降で、各電力の今の簡単な状況を一言ずつ触れさせていただければと思います。
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上半分が認定量で、下が導入量でございます。この上のところの認定量の右下のところに、数字、

合計値がございますが、地熱については、合計で、これまでの累計で87件という状況でございま

す。 

 めくっていただきまして、５ページ目のところで、中小水力の新規というところで、同様の部

分で認定量が、これまでの合計で676件、それから６ページ目のところで、既設導水路活用型、

リプレースの形のもので、これは全て合わせて52件という状況でございます。 

 続きまして、７ページ目で今後はバイオマスにつきましては、これは１万ｋＷ未満のところで

ございますが、同じく合計で認定量が533件という状況になってございます。 

 ページ進みまして、９ページ目のところで、これまでの議論の経緯というところでございます。

上半分で、太陽光と風力の話でございますが、太陽光につきましては、第63回の委員会におきま

して、50ｋＷ以上については、これはＦＩＰ制度の対象を拡大していく中で、早期に自立を促し

ているというようなことがいいのではないか。それから10から50ｋＷについては、今年度から自

家消費型の要件が設定されているという中で、今の要件を維持して様子を見ていくという方向性。 

 それから風力発電につきましては、これは2022年度については、ＦＩＰの適用を認める区分を

設けないとしつつ、全体として今後の状況を来年度以降議論していくというふうになってござい

ます。 

 本日の委員会で残りの３電源についての具体的な要件化ということを、昨年の整理を踏まえて

検討をいただくという位置づけでございます。 

 下から２つ目の四角で、昨年度の整理といたしまして、まず自家消費型といったものの形、そ

れから地域一体型ということで、災害時に電気を活用もしくは熱を活用するということが、自治

体の計画等に位置づけられているかというのが１番と２番。それから３点目に、自治体が自ら事

業を実施するとか、出資するといった形の自治体の関与といったようなカテゴリーになってござ

います。 

 10、11は飛びまして、12ページ目のところでございます。 

 今、申し上げましたところのこれまでの経緯も踏まえまして、これら３電源に関する地域活用

要件の基本的な考え方というところでございます。 

 最初の黒四角のところでございますが、これら３電源については太陽光に比べ、立地制約が大

きいこと、それからこれまでの案件数が少ないということで、太陽光発電については約78万件、

風力発電は約8,000件というのに対して、先ほど申し上げたような件数といったようなところで

の量の問題。それから価格といった部分についてもコスト削減の道筋は、現時点では明確化して

おらず、価格目標も中長期的な自立化というふうになってございます。 
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 そういった意味で価格低減、それから量の拡大、市場への統合と、いろんな考えがある中で、

どういうプライオリティにおいて、どういう理念でやっていくのかということで、２つの観点を

ここで提示させていただいております。 

 １つは、ＦＩＰ制度の適用対象の拡大を念頭に置いた制度設計ということでございます。ＦＩ

Ｔの下での地域活用要件、これから設定していくに当たりまして、その電源が、当面ＦＩＴ制度

に存続しているという前提で、そのことであればより厳格な地域活用要件を求めていくというよ

うな考え方という形の方向性と、もう一つは、ＦＩＰの適用対象を徐々に拡大していくというこ

とを念頭に置いた発想の下で、ある種のテンポラリーな措置として、相対的に緩やかな形での地

域活用要件を設計という大きな思想はあるのかなというふうに考えてございます。 

 その中で、ＦＩＰの詳細設計というのが昨年の時点では明らかになっていなかったわけでござ

いますが、今年度、大量導入・主力化小委との議論の中で、徐々にＦＩＰの制度が投資回収の予

見性が引き続き確保されていること、それからアグリゲータービジネスの活性化等を通じて、

様々な主体がＦＩＰの下での事業の実施が可能であるというような形が見えてきていること。そ

れから電源特性という観点からも、この地熱・中小水力・バイオマスといったものがＦＩＰの適

性が高いといったことが明らかになってきているというようなことも踏まえまして、このＦＩＰ

制度の適用対象を徐々に拡大していくといったようなことを念頭に置いた上での設計にするべき

ではないかということ。 

 それから２点目に、いたずらにコスト増をもたらすというのは本末転倒なのではないかという

ことでございまして、過度に厳しい要件を求めていくと、特殊な環境下でないと事業実施ができ

ないという中で、むしろコスト増になってしまうといったようなことは、自立化を遠ざけている

という意味から避けていくべきではないかという思想で、全体を整理してはどうかというのが基

本的な考え方でございます。 

 13ページ目以降、この考え方に基づきまして具体化したものが、３ページ続いてございます。

まず13ページ目で自家消費型というところでございますが、太陽光に比べまして、やはり立地制

約が大きいという中でのこの自家消費の在り方というのを考えると、自家消費ということに加え

て地域でのこの面的な消費といったことも対象にしていくべきではないかということ。それから

熱利用といったことについても視野に入れていくべきではないかということで、具体的にはこの

下半分のところで書いてございますが、以下のいずれかの要件を満たすことということで、１つ

目のａ）というところは太陽光と同様の発想で、当該設備における自家消費といったものが、発

電される電気の３割以上というようなもの。２つ目のものが、先ほど申し上げました面的な消費

というところでございますが、電気に色がついていないので、その面的な消費ということを把握
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するのではなくて、売り先である契約の相手方である小売電気事業者等のほうの販売が、全体と

して電気量の３割が当該発電所の所在する都道府県内へ供給しているといったようなことを確認

しながら、こういった小売事業者さんに電気を供給しているといったような形での地域消費とい

うことを確保するというのが、２つ目のカテゴリーでございます。 

 ３点目に、熱というところでございますが、熱については、これは意識的にそういう意味では

構造を設置しないと利用できないということがございますので、まずこの常時利用する構造があ

るかないかという構造のチェックというところ、それから熱の利用量といったところについて、

これはなかなか一律に決めていくところが困難というところもございます。一方で何もなくても

いいのかというところがございますので、熱の利用ということと同時に、３割はいかないまでも、

１割の部分の電気については自家消費をしてくださいというのが、この自家消費、地域消費型の

要件の案というふうに整理をさせていただいております。 

 以上、自家消費、地域消費型というところでございます。 

 続きまして14ページ目のところで、地域一体型というところでございます。地域一体型のこの

レジリエンスという観点での活用の仕方というところでございます。 

 使い方として発電された電気の活用、それから熱の活用といったような部分があるかと思いま

す。これは自治体の防災計画等に位置づけというふうにしてございましたが、防災計画に限らず、

自治体の名義での何らかの形の取決めということがあれば、やはり関与の仕方というのは、形が

多義的であるということも見えてきましたので、具体的な要件といたしまして、当該設備が所在

する地方公共団体の名義の取決めにおきまして、この設備による供給というのが、災害時も含め

て電気、または熱が地方公共団体への供給ということが位置づけられているというような形で整

理してはどうかというふうに思ってございます。 

 この取決めといったことについては、例えば法令上での認定とか、そういったことにおいても、

自治体の名義としてこのプロジェクトを認めているといったようなものも含まれるかと思います

が、その場合においても、この災害時での供給といったことについての位置づけがされていると

いったことが、レジリエンスを確保するという意味においては必要になってくるかなというふう

に考えております。 

 続きまして15ページ目のところで、３つ目のカテゴリーでございますが、地域一体型の自治体

の関与といったところでございます。自治体の関与といったところにおいて、自治体が自ら事業

を実施する、それから事業に直接出資するといったことが、昨年、大枠で整理してございます。 

 この出資といった部分につきましては、これは自治体側の財政の制約ですとかございまして、

なかなか金額の多寡といったところで関与の程度というのが判断できないということも見えてき
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てございます。そういう意味で、金額の多寡ということは問わないようにしてはどうかというこ

と。それからその事業の実施そのものだけではなくて、いわゆる自治体が出資している新電力と

いったものへの電力の提供といったようなことも含めて認めていくというふうにしてはどうかと

いうことで、15ページ目の下のところでございますが、自治体が自ら事業を実施、または直接出

資するもの、それから自治体が自ら事業を実施、または直接出資する小売電気事業者等に対して

電気を供給するといったようなものというふうな整理にしてはどうかというふうに考えてござい

ます。 

 ちょっとここに書き切れておりませんが、この趣旨といったものについて、やはり相当幅があ

る中で、自治体の主体的な関与といったことも、本来そういう意味では地域活用という意味にお

いては重要だということは考えてございます。この点についての要件化ということを、事務局で

も少し検討したところではございますが、やはり多種多様な関与の形態というものがある中で、

今の時点で一律に何％ならいいとか、こういう形での業務の関与が認められるといったことを設

計するのは少し困難かというふうに事務局としては考えているところでございます。 

 そのため、１案としまして、自治体の主体的な関与ということが定性的に求めつつ、その関与

の内容について、認定のときに、まずはそういう意味では報告をしてもらうといったことを通じ

まして、この関与の仕方ということの情報も蓄積しながら、具体的な要件を検討していくという

ことで、足元では直接出資といったことについて、その形であれば認めるということもしつつ、

これはパーマネントなものではなくて、将来的には何らかの主体的な関与の要件化ということを

考えていくということにしてはどうかというふうに思ってございますが、少し案がまだ熟度が低

いということもございまして、ここには書いてございませんので、本日、いろいろと御審議賜れ

ばというふうに思ってございます。 

 最後に16ページ目で、制度面での補足事項ということで、幾つか書かせていただいております。

まず１点目に、ここで書かれる追加費用の算定における積上げというところでございますが、今

申し上げましたとおり、大きく分けて３つのパターン、多様な形がある中で、一義的に決定でき

ないということもございますので、算定においてはこれを考慮しないというふうにしてはどうか。

それから２つ目の矢印のところですが、地域活用要件を満たさなくなった場合には、これはＦＩ

Ｐへの移行をしていくか、もしくは認定基準違反になり得るという整理でございます。 

 ３点目に、沖縄・離島等につきましては、これは大量導入小委等においても、ＦＩＰ制度の開

始当初においては、ＦＩＴ送配電買取りが適用するというふうに整理されていることなんかを踏

まえまして、この地域活用要件についても、これは求めないというふうにしてはどうかというこ

と。それからリプレースの区分についても、新設と同様に地域活用要件を求めるということ。そ
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れから最後に、一定の予見可能性も一緒だと思いますので、ここで取りまとめた内容については、

22年度、23年度は継続するというふうにしつつ、今後必要に応じて見直しというふうにしてはど

うかというふうに考えて、案にしてございます。 

 そこから先については参考でございますので、一旦、私のほうからの説明は以上とさせていた

だければと思います。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは今御説明いただきましたので、この内容について御議論をいただければというふうに

思います。御意見や御質問については、一応コメントはスカイプのコメント欄で発言希望と書い

ていただいてということなんですけれども、委員の方、私を除くと４人しかいないので、順次、

皆さんに御発言をいただきたいというふうに思います。 

 また、トラブルの際なんかは、さっき事務局から御指示のあった手続に従っていただければと

いうふうに思います。 

 今回は、太陽光と風力以外の電源についての地域要件ということで、自家消費型と地域一体型

と２つに分けて、それぞれの３つですかね、大きな要件をつけて、要件といいますか、それで認

定したらどうかと、こういうことでありますが、山地委員から御発言希望がありますので、山地

委員、どうぞ御発言ください。 

○山地委員 

 いずれ回ってくると思ったので、最初に。 

 基本的には今回の事務局提案、これで行くということでよろしいと思います。 

 １点だけ申し上げたいのは、事務局のほうでも口頭で補足をされましたけど、地域一体型、15、

16に書かれているんですが、地域一体型の自治体の関与のところで、地方公共団体が自ら事業を

実施、または直接出資ということですが、その中に特に15のスライドの一番下に当たるところで、

小売電気事業者へ直接出資というのも、いずれかの要件ということで認められているわけで、こ

の小売電気事業者、新電力に別に限られているわけではないし、相当幅があるということです。

だからその中で実態として、先ほど事務局が言ったように、自治体が主体的に関与しているかど

うかということは、やはりチェックする必要がある。ただし、現段階でそこに何かスタンダード

というか、基準を設けられるかというと、それは非常に難しいと思うので、まずこれでいきまし

ょう、しかし、今後必要に応じて見直すと。そういった理解で賛同いたします。 

 以上です。 

○山内委員長 
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 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょう。 

 松村委員、何か御発言はございますか。 

○松村委員 

 松村です。聞こえますか。 

○山内委員長 

 はい、大丈夫です。 

○松村委員 

  基本的に地域活用要件のところで具備すべき性能に関してむやみに要件を厳しくて、その結

果、コスト高になるのは制度の趣旨に反するという事務局の整理はもっともだと思います。 

 しかし、私は、今回の提案では、要件が緩すぎるのではないかと懸念しています。今日の後半

の議論にも関係してくるのかもしれない。かといって具体的に運用が難しいということから、か

なりの程度やむを得ないと思いますが、それでも受け入れがたい点があります。スライド13のｂ）

のところです。小売事業者が言わば地域電力みたいなところであったとするならば、ある種の面

的な自家消費だと考えるという発想だと思うのですが、この要件は緩すぎる。小売供給する電気

量の３割以上ではなく、私は５割以上が適切だと思います。 

 ３割だとすると、そもそも都道府県単位と、すごく大きな単位なのに、加えて、例えば極端な

ことを言うと、その小売事業者が富山県と石川県と福井県にそれぞれ３割ずつ売っていると、そ

の３県全ての御当地電力会社と認定されかねない。５割とすれば、それは必ず１位に限られるこ

とになるので、私は上の３割に引きずられて、ここも３割にするのは不適切だと思います。これ

は５割にすべきだと思います。もし５割にするのが難しいとするならば、３割以上で、かつ当該

都道府県への供給量が最大になっているという制約を加えて、１つに限定することが必要だと思

います。 

 次、山地委員も御指摘になったスライド15のところです。金額の多寡は問わないということで

すけれど、口頭で御説明のあったとおり、主体的な関与が本来重要なはず。しかし具体的にどう

やって判断するのかが難しいという点は理解しました。 

 しかし、一応指摘しておかなければいけないのは、例えば東京都は、東京電力の株主だった。

あるいは大阪市、京都市、神戸市が関西電力の株主だった。山口県が中国電力の株主だったとい

うことがあるわけで、それが今回の趣旨に合っているのか。ちょっと広すぎるのではないかとい

うことは懸念しています。実際に蓋を開けてみたら、脱法的な、どう考えても主体的に関与して

いると到底言えないようなものが続出することになったとするならば、私はもうこの地域活用と
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いうのを、出資ということで認めることを全面的にやめるべきなのではないかと思います。そん

な議論をしなくて済むように、そのような脱法的なことが起こらないことを強く願っております。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次は髙村委員、いかがでしょう。 

○髙村委員 

 髙村でございます。山内先生、聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 

 はい、大丈夫です。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。 

 この地域活用要件については、スライド12のところに、地熱・中小水力・バイオマス発電につ

いての基本的な考え方をまとめていただいていますが、私はほかの既に御発言のあったお二人の

先生もおっしゃったと思いますけれども、基本的なこの考え方は妥当だと思います。 

 我々、コストの低減を図り、導入拡大をしながら、この局面でいくと電力市場にどう統合して

いくかと。ある意味で、多数の課題を抱えているわけですけれども、特に今日ここで議論をして

いる地熱・中小水力・バイオマスに関して言えば、スライド12にあるように、この電源の特性か

らすれば、将来的には電力市場への速やかな統合を促進する。そういう可能性のある電源だとい

うふうに思います。 

 同時に、恐らく３つ、しかも地域活用要件で議論に出ている、いわゆる閾値といいましょうか、

規模要件との関係も考えますと、これらの電源はとりわけ、やはり地域の自治体が主導して、責

任を持った関与がなされる事業を育てていくということが非常に重要だと思っています。これは

太陽光、風力についてもそうですけれども、事業の継続性やその地域の、この間、議論をしてい

ます社会的受容性を高めるということが再エネの最大限導入に向けて非常に重要だというふうに

考えるからです。 

 その上でやはり、再エネ事業に関わる地域の、今、様々なプレイヤーが出てきていると思って

いまして、それは発電事業を営む者、小売を含めて、むしろそういう意味では足元地域で進めて

いる、しかもまだ導入量としては課題のある３つの電源について、今足元で進んでいるとりわけ

自治体が主導する取組を狭めないということが重要だというふうに思います。これはスライド12

のところでも書いていただいているように、むしろできるだけ早く電力市場を統合し、コストの
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低減を図り、導入を拡大していくという観点からも重要だというふうに思います。 

 そういう意味で、今日提案されている事務局の案については、基本的に賛成です。幾つか要件

上どうかという御指摘をいただいている点についても、一理あると思うところがある一方で、事

務局からもありましたけれども、できるだけ、今のこの時点で要件を狭めないで、むしろ地域、

自治体が主導する取組を拡大する中で、そのコスト低減、拡大を狙うと。市場統合が進めるとい

う戦略が、今この時点ではやはり必要だというふうに思いますので、むしろ運用しながら、その

見直しを適切にやっていくと。もし問題があれば適切に見直していくということかと思います。 

 議論になっていた、例えばスライド15のところにある地域電力、地域小売への売電という要件

ですけれども、実際足元で見ると、地域電力をつくって、地域の再エネ電力を取りまとめて、購

入をして、販売をする。あるいはそれをうまく地域の発電事業者と連携をして、再エネを拡大し

ている例というのは、しかも自治体の関与で出てきていると思っていまして、むしろ議論になっ

ていました、自治体の主体的関与をできるだけ、その説明を求めるという、事務局が口頭でおっ

しゃった点ですけれども、それをやはり乱用の恐れを牽制するという意味でも、かませるという

ことが必要かなというふうに思います。自治体が、そういう趣旨の事業であるということを一筆

書いていただくといいましょうか、説明をするということを思っているという趣旨です。 

 ただ、今の時点で、私自身は乱用の恐れというのは大きくないと思っています。と言いますの

は、今言いました自治体にきちんと説明をしていただくということをお願いをし、同時に、今地

域活用要件のこの規模要件、それから実態を足元で見ると、相対的な件数は、相対的にコストが

高いということもあって、多くはないというふうに思っております。しかしながら、乱用の恐れ

の可能性はあるというのはもちろんありますので、先ほど申し上げましたけれども、随時見直し

を、実態を踏まえてしていくということで、今回、事務局の御提案については基本的に賛成をい

たします。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、大石委員、御発言があればお願いします。 

○大石委員 

 ありがとうございます。山内委員長、聞こえておりますでしょうか。 

○山内委員長 

 聞こえております。 

○大石委員 
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 ありがとうございます。 

 今まで、先生方がおっしゃられたこととかなり重複しますけれども、まず、12ページにありま

したように、今後の方向性として、価格低減、導入量拡大のためにＦＩＰを今後拡大していくと

いう、その方向性にまず賛成いたします。 

 それから今回のこの３電源につきましては、自治体の関与がなければ、今後増えていかないと

いう、そういう電源だと思っておりますので、今回の事務局の提案については、ほぼ賛成いたし

ます。 

 ただ、山地先生や松村先生もおっしゃいましたように、15ページにある自治体の関与というと

ころですね。数値ではなく、主体的に関与する要件を定性的にどのように捉えるか、というとこ

ろは、これからさらに増加することを考えますと、現段階でこの要件についてしっかり考えてお

く必要がありますし、それから、小売事業者といいますか、この性質の電源ですので、アグリゲ

ーター的な事業者ですとか、もしかしたら、自治体自体がアグリゲーター的な役割を果たしてい

るということが定性的には入ってくるのかなと思いながら聞いておりました。この点については、

早急に検討する必要があると思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 ４名の委員から御意見をいただきまして、おおむねといいますか、基本的には御賛同がありま

すけれども、幾つかの点で御指摘がありました。特に15ページのところの地域のコミットメント

の実態、皆さん言及されて、これについては決め打ちというよりということだと思います。それ

から自家消費型について面的消費で、割合ですね、松村委員から御指摘がありました。 

 事務局、以上について何かコメントございますでしょうか。 

○清水新エネルギー課長 

 ありがとうございます。 

 いただいたコメントを踏まえて、引き続き具体化を進めていきたいと思います。 

 その意味で、先ほどの地域新電力の割合の話とかといったことも含めて、ファクトのところが、

これ正直申し上げますと、ファクトがなかなか一覧的に整理された情報も必ずしもない中ではあ

るのですが、いろんな工夫をしながら、徐々に進めていければというふうに思ってございます。 

 そういう意味で全体の方向性は今日御指摘いただいたとおりでございまして、やはり地域で活

用していくという意味における半歩、一歩の取組というのをしっかり促しつつ、それが何か方向

性がずれたコスト増にならないといったところのバランスの中で、ずっと昨年来、我々も正直、
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１年悩み続けている論点でございますが、必ずしもそこが具体的な基準といった形で、今の時点

でお示ししているので、大変申し訳なく思っておりますが、何とかファクトを積み上げながら、

いい形にしていくという形でのこの方向性を、御理解賜れば非常にありがたく思っております。 

いただいた御指摘を踏まえて、ちょっともう一手、二手ないかというのは、引き続き事務局でよ

く検討したいと思います。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

それでは、今お聞きのように、先ほども申し上げましたが、基本的にはこの方向性ということだ

と思いますが、御指摘の点については、事務局でさらに深掘りをしていただくということにした

いと思います。 

よろしゅうございますか。 

 

３．地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電について 

 

○山内委員長 

 よろしければ、続いて後半の議題ですけれども、地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電に

ついての議論、これに進みたいと思います。 

 資料は２、３、４ですね。これ、事務局から御説明をお願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 それでは、資料２、３、４とまとめて説明をさせていただければと思います。少し時間の限り

もありますので、幾つかそういう意味では、ポイントをなるべく絞りながら、なるべくコンパク

トに説明したいと思っております。 

 早速、資料２のほうから始めさせていただきたいと思います。地熱発電についてでございます。 

 まず２ページ目のところで、価格表のところで、３電源まとめて御説明させていただきますが、

現状、確定している価格等というところでございますが、21年度につきましては一番上、バイオ

マスでございますが、液体燃料、それから一般木材等というところについては価格が決まってい

ないということで、ここは今年度決めていただく必要がございます。 

 残りの部分につきましては、来年度の価格が決まってございますが、22年度以降の取扱いとい

うところ、予見性の確保の観点から、可能な限り決めていければというのが位置づけでございま

す。主に22年度以降の価格、それからＦＩＴ、ＦＩＰの線引きといったことが論点になってきて
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ございます。 

 その前提で地熱のところに進ませていただきますが、最初のほうは参考ですので飛ばせていた

だきまして、コストデータということで、７ページ目以降のところでございます。時間の限りが

ありますのでポイントを、特にこのグラフのイメージを使いながら、大きな方向性を御説明させ

ていただければと思います。 

 まず、地熱の資本費・運転維持費というところでございますが、下のほう、資本費の関係にご

ざいますとおり、１万5,000ｋＷ未満のほうについては、想定値は青い線になってございますが、

それを上回る傾向でございますが、一定規模より大きいもの、1,000ｋＷを超えるぐらいのもの

になってくると大体想定値ぐらいというようなことでございます。１万5,000ｋＷ以上のものに

ついては、これはまだ１件ということでございますので、参考として見ていただければと思いま

す。 

 運転維持費についても同様の形で、想定値に比べて少し高いというような状況でございます。 

 ８ページ目は省略させていただきまして、９ページ目のところで、設備利用率でございます。

設備利用率につきましては、想定値、真ん中のところ、線がございますが、それに比べて、全体

で見るとこれを下回っているところでございますが、大きいところ、500ｋＷ以上ぐらいになり

ますと、大体同じぐらいというような状況でございます。 

 これらを踏まえまして、22年度以降の取扱いというところが12ページ目以降のところでござい

ますが、参考が続きますので、ずっと飛ばせていただきまして、21ページ目で、22年度以降の取

扱いというところでございます。 

 地熱発電に関しまして、22年度以降の取扱いというところでございます。まず１点目で、ＦＩ

ＴとＦＩＰの線引きというところでございます。21ページ目の２つ目の黒四角のところでござい

ますが、昨年度の委員会では、2,000ｋＷというところについて、この地域活用要件の電源とな

り得る対象ということで取りまとめているところでございます。あと10月30日に実施された今年

度のヒアリングにおきましても、事業者様のほうから2,000ｋＷ以上というところの御要望をい

ただいているところでございますが、委員の先生方からは、2,000ｋＷというところで切れ目が

見えない。もう少し下、1,000ｋＷぐらいのところでもいいのではないかというような御指摘を

いただいたところでございます。 

 この点も踏まえまして、業界ヒアリングを改めてした結果、1,000ｋＷというところでも一定

の合理性があるといったようなことの回答をいただいているところでございます。 

 下から２つ目のところでございますが、地熱発電は、ベースロードというようなことでの出力

の安定、それから発電予測の容易性等を考えますと、ＦＩＰになじむ電源の１つであるというふ



 15 

うに認識してございます。こういったことを踏まえまして、22年度以降、新規認定でＦＩＰ制度

のみが認められる対象というものを1,000ｋＷ以上というふうにしてはどうかということでござ

います。 

 22ページ目のところは、その整理の結果でございますが、1,000ｋＷ以上のところにつきまし

ては、これは赤い枠のところがございませんで、ＦＩＰのみというふうになります。50から

1,000のところについては、地域活用要件のあるＦＩＴ、もしくはＦＩＰの入札ということ。50

ｋＷ未満のところについては、これは前回、太陽光・風力のときにも議論しましたとおり、制度

の運営上、あまり小さいものが入ってくるというところも少し見極めにくいということで、50ｋ

Ｗ未満については、これはＦＩＴだけというような形に整理してはどうかというのが案でござい

ます。 

 23ページ目で、今度は価格の部分でございます。価格の部分につきましては、先ほど申し上げ

ましたとおり、資本費、運転維持費の状況、それから設備利用率の状況といったようなものでご

ざいます。そういった中でばらつきもある。またサンプルも限られているという状況でございま

すが、少しそういう意味では想定値を上回っているような状況でございますが、一方で２つ目の

黒四角の真ん中のところでございますが、価格目標として中長期的な自立化を目指しているとい

ったような方向性の中で、引き上げるということについては、これは誤ったメッセージになると

いうような可能性があるというようなことを踏まえますと、トータルで申し上げると、この想定

値については、引き続き昨年と同様のものというものを、今年度の同様のものを22年度に用いて

はどうかということでございます。あわせて22年度、23年度といったところの２年間というふう

に決めていってはどうかということでございます。 

 それから今申し上げたのは１万5,000ｋＷ未満のところでございますが、１万5,000ｋＷ以上に

ついても同様の考え方、リプレース区分についても、同様に想定値を維持してはどうかというの

が、地熱の案でございます。 

 続きまして、今度、資料３で、中小水力発電についてでございます。 

 中小水力につきましては、最初のほうは同じような形でございますので、飛ばせていただきま

して、７ページ目のところから、コストデータについてということで、新設とリプレースという

ことと、区分に分けて、順次御説明をさせていただきます。 

 まず資本費の新設の部分でございますが、７ページ目でございます。小さいところから順番に

申し上げますと、200ｋＷ未満のところ、この分布図を見ていただければと思います。青い線に

比べて、それよりも上回っているという状況でございます。これ、どの部分もそうですが、非常

にばらつきが大きいというところ、分散が大きいという状況でございます。 
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 続きまして、200から1,000についても、これも想定値を全体としては上回っているという状況

でございますが、同じく分散が大きいというところでございます。 

 ８ページ目、今度はもう少し大きい規模での資本費ということでございますが、1,000から

5,000については、大体これは同水準ぐらいというところ、5,000以上になりますと想定値を下回

っているという状況でございます。 

 ９ページ目、今度はリプレースのほうの資本費でございます。こちらは４つのものを１枚にま

とめておりますが、上のほうから200ｋＷ未満のところでいきますと、想定値、青い線を全体と

して上回っている。200から1,000についても同様に上回っているというところでございます。

1,000から5,000については、全体としてこれは下回っているというところ、それから5,000以上

についても、これは下回っているというのが全体の傾向でございます。 

 続きまして、今度は運転維持費のところが、10ページ目のところでございます。200ｋＷにつ

いては、運転維持費想定よりも下回っているというような状況。それから200から1,000について

も同じく下回っているというような状況でございます。 

 11ページ目のところで、今度1,000ｋＷ以上のところでございますが、1,000ｋＷ以上について

は、運転想定値を上回っているというような形でございまして、5,000から３万については大体

同水準といったような傾向が見てとれます。 

 それから今度、12ページ目のところで、設備利用率というところで、こちらはこれまでのとこ

ろ以上に、ある種ばらつきが大きい形になってございますが、200ｋＷ未満、それから200から

1,000については、ばらつきが大きいものの全体の平均値で見ると、大体想定値ぐらいというよ

うな形でございます。一方で1,000から5,000、それから5,000から３万については想定値よりも

設備利用率は全体として高い傾向というのが見てとれるかと思います。 

 13ページ目でございますが、これらを踏まえました発電コストということで、全体で整理した

ものが13ページ目でございます。下のところに発電コストの調達価格ということで、点点点の黒

い線と青い棒というふうにございます。発電コストのところについては、利潤を考慮しないとい

う部分もございますので、その点は割り引きながら御覧いただければと思いますが、まず左側が

新設の区分ということで、大体コストと調達価格、今申し上げたとおり、一概に比較できないも

のでございますが、200ｋＷ未満、それから200から1,000について大体同じ水準、それから1,000

以上になってくると、調達価格よりも低いコストで事業を実施できているというところ、それか

らリプレースのほうについても大体同じような傾向があるというのが、コストの部分の状況でご

ざいます。繰り返しになりますが、非常にばらつきが大きいというのが、中小水力発電の状況で

ございます。 
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 これらの状況を踏まえまして、2022年度以降の取扱いというところが16ページ目以降のところ

でございます。 

 先に進みまして、考え方のところのページでございますが、24ページ目のところでございます。

こちらについても、ＦＩＴとＦＩＰの線引きの論点、それから価格の論点というところがござい

ます。24ページ目のところで、ＦＩＴとＦＩＰの線引きというところでございます。こちらにつ

きまして、先ほど申し上げましたようなコストデータ、200未満、それから200から1,000のとこ

ろと、1,000以上のところでかなりコストの分布が異なっているという中で、1,000ｋＷを超える

と全体として安価での事業実施が可能となっているといったことも踏まえまして、昨年の算定委

では、少なくとも2022年度に地域活用電源となり得る規模というものについては、1,000ｋＷ未

満というふうに取りまとめているところでございます。本年度の分析においては、その傾向につ

いては変わっていないところでございます。 

 一方で下から３つ目の黒四角ですが、業界ヒアリングにおきましては、地域活用電源の容量と

して、配電線の接続が可能である2,000ｋＷ未満にしてほしいという御要望をいただいてござい

ます。一方で委員のほうから、配電線につながるというだけでは理由にならないのではないかと

いう御指摘もいただいているところでございます。 

 下から２つ目のところでございますが、中小水力も先ほどの地熱と同様に、出力が安定してい

るということから、発電予測が比較的容易といったような特徴があるという中での、このＦＩＰ

制度に比較的なじむ電源だというふうに考えてございます。 

 これらのことを総合的に勘案いたしまして、2022年度からＦＩＰ制度のみで認められる発電の

対象というのは、昨年の水準同様1,000ｋＷ以上としてはどうかというのが24ページの案でござ

います。 

 25ページには今申し上げたことを、整理したグラフになってございます。先ほどの地熱と同様

に、1,000ｋＷ以上についてはＦＩＰのみ、50から1,000については併存、０から50についてはＦ

ＩＴのみという状況でございます。 

 26ページ目以降で、2022年度以降の価格の取扱いというところでございます。200ｋＷ未満の

区分、それから200から1,000といったところについては、大体おおむね同水準といったようなと

ころになっているところでございます。先ほど申し上げましたとおり、地熱のところも同様です

が、価格目標で中長期的な自立化を目指しているといったような方向性も踏まえますと、引き続

き価格の設定に必要とする想定値については、今年度と同じものを引き続き使うというふうにし

てはどうかというのが26ページ目のところでございます。 

 27ページ目のところで、1,000ｋＷ以上のところの取扱いでございます。先ほど申し上げたと
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おり、トータルで見ると、コストデータについては想定値を下回っているというような状況で、

結論としての発電コストについては、平均値、中央値、いずれも調達価格を大きく下回っている

というような状況でございます。これを踏まえて、価格についての設定をどうしていくのかとい

うところでございます。 

 ３つ目の矢羽でございますが、新設についてというところでございますが、もう少し細かく申

し上げますと、資本費については大体横ばい、それから運転維持費については上がっているとい

うことなので、段階的に引き上げるということ、一方で設備利用率については非常に上だという

ことで引き上げていくというようなことも、１つの案としては考えられるというところでござい

ます。 

 一方で２つ目のチェックのところでございますが、先ほど申し上げたとおり、データの分散が

大きいというところ、それからそのＦＩＰの対象ということで、1,000ｋＷ以上のものについて

ＦＩＰの対象にしていくという案を先ほどお示ししているところでございまして、1,000ｋＷ以

上というところをＦＩＰの対象にしつつ価格について変えていくというのは、事業環境が大きく

変化していくという可能性もあるということで、ＦＩＰの対象を1,000ｋＷ以上とするという場

合には、この価格の設計における想定値については、引き続き維持するというふうにしてはどう

かということでございます。22年度は維持しつつ、一方では今申し上げたようなコストデータが

ある中で、23年度以降どうしていくのかということについては、これは想定値の見直しも含め、

来年度以降検討していくというふうにしてはどうかということでございます。 

 リプレースのほうについても同様の考え方で、22年度については変更しないと、23年度以降に

ついては想定値の見直しも含めて、本委員会で改めて検討するということでございます。 

 28ページ目でございますが、今度は5,000ｋＷ以上から３万ｋＷ未満のところでございますが、

こちらも同じ考え方、1,000から5,000のところと同じような考え方で、想定値への引下げといっ

たようなことも考え得るところでございますが、1,000ｋＷ以上をＦＩＰの対象にしていくとい

うことも、同時に検討されているというところも踏まえまして、22年度については各想定値は維

持しつつ、23年度以降については、いろいろな動向を踏まえながら、来年度以降の委員会で検討

していただくというふうにしてはどうかというのが中小水力の案というところでございます。 

 最後にバイオマス発電でございます。資料４のほうを御確認いただければと思います。 

 ２ページ目のところでございますが、先ほど申し上げましたとおり、バイオマスについては液

体燃料と一般木材については21年度の取扱い、それからほかのものを含めた22年度というところ

になります。 

 コストデータ等のところが７ページ目以降のところでございます。バイオマス、苦情が非常に
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多いところもございますので、分かりにくくて恐縮ですが、順番に、簡単に触れさせていただけ

ればと思います。 

 まず木質等バイオマスというところで、一般木材、それから未利用材、それから建築資材廃棄

物といったものの傾向ということの資本費のところ、７ページ目でございます。一般木材につい

ては大体同水準、それから未利用材については2,000ｋＷ以上のところで、やや上回っている。

それから両方とも、未利用材については資本費が上回っているという状況、それから建築資材廃

棄物についても、これも上回っていますが、コストデータが少ないといったような状況でござい

ます。 

 ８ページ目で、運転維持費についてですが、こちらも細かく分類しておりますが、下の絵にあ

りますとおり、全体として上回っているというような状況でございます。 

 ９ページ目のところで、燃料費でございます。こちらは下のところに表がございますが、未利

用材のところについては大体想定値どおり、それから一般木材等については、物にもよりますが、

少し想定値よりも高いというようなところ、建築資材廃棄物についても想定値を少し超えている

といったようなところでございます。 

 続きまして、11ページ目のところに飛んでいただいて、設備利用率でございますが、設備利用

率についてはこの分布図にあるとおり、かなりばらつきが大きいものの、下回っているようなも

のが多いかと思います。右側のところを見ていただきますと、一般木材と未利用材の大きいもの

については、これは比較的高い一方で、未利用材の小さいもの、それから建築資材廃棄物といっ

たところについて、設備利用率が低いというようなところで、小規模な案件については安定的な

調達価格が必ずしも容易ではないといったことが考えられるのではないかと思います。 

 それから今度、13ページ目のところから、廃棄物系のバイオマスのものでございます。資本費、

運転維持費が13ページ目でございまして、まず資本費については、この左下のグラフにございま

すとおり、想定値を上回っているというところでございますが、大きいものでいくと大体想定と

同水準ぐらいというような状況でございます。それから運転維持費についても、同じく全体とし

ては想定値を上回っているものの、大きいものだけで見ると、大体想定値ぐらいというような状

況でございます。 

 それから14ページ目で、同じく一般廃棄物その他の区分の設備利用率でございますが、これは

想定値を平均的に見ると下回っているというような状況でございます。 

 それから15ページ目から、メタン発酵バイオガスのところのデータでございますが、こちらで

は資本費、運転維持費は15ページ目でございますが、下のグラフを見ていただいたら分かります

とおり、想定値に比べて資本費は基本的には下回っている。それから運転維持費についても下回
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っているというような状況でございます。 

 16ページ目のところで、少しそれを詳細に見ますと、右側のところにございますが、発酵槽を

新設するかどうかといったことでのコストの違い、それから規模で見たときに、1,000ｋＷ未満

か以上といったところで、線引きしたときの違いといったようなところがございまして、メタン

発酵バイオマスガス発電もいろいろな形態があるので、なかなか一くくりで議論しにくいところ

でございますが、こういった要素というのが３につながっているというのが少し分析した結果で

ございます。 

 続きまして、17ページ目で、今度はメタン発酵バイオガスの設備利用率でございますが、こち

らは今90％想定を置いているところでございますが、これも下回っているというところの分散が

大きいというような状況になってございます。 

 これらのコストデータ等を踏まえまして、21年度以降の取扱いというのが20ページ目以降のと

ころでございます。３つの論点がございまして、ここは先ほど申し上げた一般木質、それから液

体燃料の価格設定、それから新規燃料の取扱い、それともう１点、昨年度の解釈の明確化という

３つの論点がございます。 

 20ページ目のところからございますが、まずバイオマスのこのようなものについては入札をし

ているということ、それから新規燃料のところの取扱いというところで、22ページ目のところで

ございますが、新規燃料の取扱いにつきましては、昨年度の委員会を踏まえまして、バイオマス

の持続可能性ワーキングのほうで、特に食料競合、それからライフサイクルＧＨＧといった観点

での専門的な検討を深めていただいたところでございます。 

 これはそちらの結果、今年度のこれまでの開催の結果というところでございますが、まず食料

競合といったところにつきましては、この表の真ん中のところに整理した内容がございますが、

判断基準というところで整理が進んでございます。食料競合の懸念の有無というのは、可食か否

か、それから土地利用変化への影響といった点で判断していくということで、具体的には非可食、

食べられないものであるということ、それから副産物であるといったようなものは、食料競合の

懸念がないというふうに判断ができるのではないかというところでございます。 

 あわせてこのライフサイクルＧＨＧのほうの検討というところも進めていただいておりまして、

ここの部分については論点として、特に算定式―どのようにライフサイクルのＧＨＧを算出

するか。それから排出量の基準ということで、どの水準のものまでだったら制度の対象として認

められるか、また、それをどう確認するのかというところの論点を整理した上で、集中的に検討

いただいているところでございます。例えば算定につきましても、どういう工程でやっているの

かということ、それから海外から、もしくは国内から運搬するときの帰りの船荷ですとか、そう
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いったものの取扱いといったような論点もございまして、引き続き検討中というような状況にな

ってございます。この結果を踏まえまして、今年度の取扱いというのをどう整理していくかとい

うふうになってございます。 

 25ページ目以降のところで、21年度の取扱いに関する論点を順番に整理させていただいてござ

います。まず25ページ目のところで、来年度の価格もしくは入札価格を決定する必要がある一般

木質等及び液体燃料の部分というところでございます。来年度の入札制の対象というところでご

ざいますが、18年度から一般木質等の１万ｋＷ以上、それから液体燃料については全規模につい

て、これはもう既に十分な認定量があるといったようなことも踏まえまして、入札の対象となっ

ているということでございます。この考え方を踏まえまして、引き続き21年度も入札制の対象に

してはどうかということ。それからこの部分につきましては、参加資格を得た容量がごく僅かと

なっているということを踏まえまして、競争を確保する観点から、上限価格は事前非公表という

ふうにしてはどうかということ。残りの募集回数とか募集容量等については、今年度の結果を踏

まえて、来月決定してはどうかというふうにしてございます。 

 入札制の対象外となる部分ということで、来年度の価格が決まっていない部分というのは、唯

一この一般木質等の１万ｋＷ未満の区分になるわけでございますが、この部分につきましては、

先ほど申し上げましたコストデータ等を踏まえまして、また中長期的な自立化を目指すという価

格目標を踏まえまして、各想定値については引き続き維持というふうにしてはどうかということ

でございます。 

 26ページ目に、ちょっと説明が長くなりまして恐縮でございますが、今度、新規燃料の取扱い

のところでございます。先ほど申し上げました持続可能性ワーキングの議論を踏まえましてどの

ようにしていくかというところでございます。昨年度の意見では、①として食料競合への懸念が

認められるものについては、それがないことが確認されるまでの間はＦＩＴ制度の対象としない

ということ、それからライフサイクルＧＨＧの排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものを

ＦＩＴ制度の対象とするというふうになってございます。食料競合については一定の整理が進み

ましたが、今のライフサイクルＧＨＧのほうについては引き続き検討中ということを踏まえまし

て、来年度については新規燃料を認めないこととしてはどうかということでございます。 

 それから持続可能性の確認に関する経過措置という部分がございます。こちらは以前、確定し

ていただいています認証制度の活用といったことも含めた持続可能性の確認につきまして、経過

措置を今年度から集まるということで設けているところでございます。この部分につきましては、

必要となる認証制度についての第三者認証機関における審査というものが、想定以上に遅延して

いるといったことを踏まえて、パーム油については22年度３月末までの１年延長、ＰＫＳとパー
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ムトランクについての経過措置については23年３月までの１年間延長というふうにしてはどうか

ということでございます。 

 最後27ページ目で、１点、解釈の明確化ということで出させていただいております。主産物・

副産物を原料とするメタン発酵バイオガスの発電の取扱いというところでございます。昨年度の

委員会におきまして、主産物・副産物を原料とするバイオガス発電についての要望につきまして、

太字のところでございますが、少なくとも直接燃焼で実施する場合と同程度に効率的な事業に限

って支援を行うという観点から、主産物・副産物を原料とするバイオマス発電については、これ

はもともとの区分であるという趣旨で、一般木材等バイオマス発電の区分において取り扱うとい

うふうに決めていただいております。 

 ただ、もともとの区分であるという趣旨のところを、こういうふうに表現をしているわけでご

ざいますが、実際にはもともとの区分が建設資材廃棄物の区分といったことも含めた、この一般

木質等バイオマス発電の区分ではないようなケースといったものも含めて、一般木材等の区分に

なるのではないかという御質問をいただいております。この部分については、その趣旨を踏まえ

ますと、直接燃焼をされる場合に該当する区分のものという趣旨でございますので、この部分、

解釈の明確化というのを本日提示させていただきまして、例えば建設資材廃棄物バイオマス発電

の区分のものであれば、これは一般木材等バイオマス発電の区分ではなくて、そちらの区分にな

るということで、当該主産物・副産物が直接燃焼する場合における該当する区分において取り扱

うという言い方にさせていただければと思っております。 

 一番最後に、22年度以降の取扱いというところでございます。同じくページを進みまして35ペ

ージ目のところでございます。 

 まずＦＩＴとＦＩＰの区分のところでございます。バイオマスにつきましては、昨年度の委員

会で入札の切れ目といったようなことも踏まえまして、１万ｋＷ以上といったものについて、１

つの整理ということで、地域活用電源となり得る可能性がある規模は１万ｋＷ未満というふうに

してございます。それから10月30日のヒアリングの際に、業界のほうからもそれを念頭にしたこ

とを御説明いただいているわけでございますが、一方で委員のほうからは、バイオマスについて

は、特にこの調整力として活用されることの期待、それからそういったことも含めてＦＩＰ制度

になじむ電源になるという御指摘をいただいているということでございます。実際のバイオマス

は安定的な発電可能性、それから調整力としての活用のしやすさといったことも含めて、ＦＩＰ

制度によりなじむ電源だというふうな認識でございます。 

 こうした状況を踏まえまして、新規認定でＦＩＰ制度のみ認められるバイオマス発電につきま

しては、これは2022年度につきましては、昨年度からの議論も踏まえまして１万ｋＷ以上としつ



 23 

つも、この太陽光発電においても1,000ｋＷ以上、それから本日申し上げました地熱や中小水力

についても1,000ｋＷ以上といったことも踏まえまして、バイオマスについても2023年度以降、

早期に1000ｋＷ以上、ＦＩＰ制度のみ認めるといったことを目指していくべきではないかという

ふうに整理をさせていただいております。 

 一番最後のところでございますが、一般木質等、液体燃料の部分については、これまでと同様

に、引き続きＦＩＰの下でも入札の対象とするというふうにしてはどうかということ、それから

液体燃料については、これは全規模というふうにしてございますので、50ｋＷ未満のところだけ

残しますと価格設定をしなきゃいけないというところの論点がございますので、こちらの部分に

ついては、そもそものＦＩＴの対象は50ｋＷ以上に限定してはどうかというところで、細かい点

でございますが、整理をしてございます。 

 36ページ目のところでございますが、今申し上げましたところでございまして、整理をさせて

いただきました。左側のところは、赤いところがＦＩＴ、青いところがＦＩＰでございまして、

基本的には１万ｋＷ以上のところについては、ＦＩＴの価格の設定をせずにＦＩＰのみとすると

いうところ、50から１万についてはＦＩＴの地域活用要件とＦＩＰが併存というところでござい

ます。それから入札対象として、一般木質等の１万ｋＷ以上については入札というふうに。 

 すみません。私の説明が不十分でした。液体燃料につきましては、これは50ｋＷのところから、

全てＦＩＰの対象ということで、入札の対象とするということで、ＦＩＴの下のところでは認め

ないというふうにしてはどうかというのが、案でございます。 

 37ページ目以降で、今度は22年度以降の価格の取扱いというところでございます。先ほど申し

上げたとおり、バイオガスのところについては、想定を下回るようなコスト水準になってござい

ますが、それ以外のものについて、大体同水準か、それを少し上回るといったようなものになっ

てございます。 

 まず37ページ目で、今申し上げたバイオガス以外のものについてでございますが、今申し上げ

たような状況を踏まえまして、価格目標の、価格より自立化といったことも踏まえまして、基本

的には足元の想定値をそのまま維持するというふうにしてはどうかというのが取扱いでございま

す。 

 最後の38ページ目のところで、バイオガス発電につきましては今申し上げましたとおり、想定

値を大きく下回っているというような状況になってございます。その中で例えば３つ目の矢印の

ところにございますように、1,000ｋＷ未満、以上というところで例えば切って整理をしていく

というような考え方も一つあるかなというふうに考えております。例えば1,000ｋＷ以上になり

ますと、先ほど申し上げましたとおり、より効率的にやっていけるというところ、1,000ｋＷ未
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満のところについては、これも想定値を下回っておりますが、分散がより大きいといったような

状況もございます。 

 下から２番目のところでございますが、こうした状況も踏まえて、1,000ｋＷで区分を細分化

した上で、1,000ｋＷ以上については見直すといったようなこと、それからもしくは全体を見直

すといったようなことも含めて考えられるかと思います。 

 他方で、これまで全部で認定件数が236件、導入件数は190件というような状況、それから

1,000ｋＷ以上で見ると24件、17件といったようなこと、それから家畜糞尿等も含めて、やはり

地域や形態に応じて様々な状況があって分散が大きいということを考えると、導入状況をもう少

し注視するという考え方もあるかと思います。また、先ほど申し上げましたとおり、ＦＩＰ制度

の移行対象を早期に広げていこうといったような動きということについても留意する必要がある

かというふうに考えております。 

 こうした状況を踏まえまして、調達価格・基準価格における想定値については、2022年度につ

いては、これは変更しないというふうにしつつも、今申し上げましたような実態、状況等も踏ま

えまして、想定値の全体としての見直しですとか、区分を細分化する形での、例えば1,000ｋＷ

以上の見直しといったことも含めて、来年度以降、改めて検討するというふうにしてはどうかと

いうのが、今年度の案とさせていただいております。 

 すみません、事務局からの説明が少し長くなってしまいましたが、以上でございます。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、バイオマスについて皆さんで御議論いただきますけれども、かなり区分があるので、

御議論いただくときはその辺は注意して御指摘いただければと思います。 

 いかがでございましょう。 

 山地委員からでよろしいですか。 

○山地委員 

 はい。大体そういう順番になっているようです。 

○山内委員長 

 お願いします。 

○山地委員 

 地熱・中小水力・バイオマス全体を通してということでよろしいですか。 

○山内委員長 

 全体で結構だと思います。 
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○山地委員 

 まず地熱から行きます。丁寧にデータを分析していただいてありがとうございます。 

 要するにこのデータに基づいたところ、資料２の21のところで御提案があって、前から私が申

し上げていたんですけれども、ＦＩＰに移行する切れ目のところで、2,000ｋＷというのが出て

いたんだけれども、データから見ると、それが見えないということを何回も申し上げて、今回

1,000ｋＷで線引きすることも考えられる。また、業界の方も、それも考えられるということで、

事務局提案も1,000ｋＷ以上としてはどうかということで、私は、データに基づいていて、従来

私が申し上げたことに沿っておりますので、これに賛同いたします。地熱は以上です。 

 中小水力、これは私、最もデータを興味深く見ていたんですけれども、なかなか面白い展開と

いうか、私にとっても新しい知見が出てきたと思います。一番私が今回初めて、この資料で理解

したのは、設備利用率のところです。これも資料３の12枚目のスライドですけれども、当初、

1,000ｋＷ以上の中小水力の設備利用率の想定値45％にして、小さいほうを60にしていたのも、

なぜこうやったのか、ちょっと私にわかに思い出せないんだけど、ただ、これ実績データを見る

と、明らかに想定値の45％というのは、この1,000ｋＷ以上、5,000ｋＷあるいは5,000ｋＷ以上

３万で上回っておりますので、これは反映して事務局の取りまとめが行われていると理解をいた

しました。 

 それで幾つかあるんだけれども、ＦＩＰへの移行の基準のところは、そういう意味でも、ここ

は1,000ｋＷということにして、これも事務局に賛同します。 

 それから一番多分大きいと思うのは、もちろん資本費とか運転維持費も勘案した上ですけれど

も、今の1,000ｋＷ以上の区分のところで、設備利用率が上がって、60％相当になるということ

ですから、それに合わせた価格というのを想定していくということで、今後、これは27ページで

すかね、あるいは28ページ、今後改めて検討していくと。22年度は変更しないけれども、来年度

以降の本委員会でさらにその後のことを検討していく。こういう対応でいいんだと思います。 

 ここで質問があるのは、この27とか28に、「段階的に」という言葉が出てくるんですね。例え

ば27でいうと、新設についてというところで、運転維持費の想定値を段階的に引き上げ、設備利

用率の引下げは段階的に引き上げる。引き上げる、同じ引上げでも設備利用率を引き上げると、

コストは下がるんですけれども、この「段階的」と言っている意味合いはどういうことなのかな。

時間的というふうに取るんだろうけれども、規模別にと取ることも考えられなくもないので、ち

ょっとこの「段階的」は、どういうふうに事務局が意図して使ったかということを回答していた

だきたいなと思っています。 

 それからバイオマスですね。バイオマスは種類が多くて、なかなか議論が多岐にわたるんです
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けれども、これも事務局、今回非常に丁寧にデータを分析していただいたと思って感謝しており

ます。 

 それで結論に当たるところでいうと、結論に行く前のデータで私が思いましたのは、15枚目の

スライドのところの出力と資本費、それから出力と運転維持費の関係というのは、これも今まで

も見てきて、ちょっと下回っているなという感じは受けたんですけれども、ここには色分けして、

家畜糞尿というのは、畜産業では家畜排せつ物とか、きれいな言葉を使っているわけですが、そ

れがちょっと下水汚泥とは大分違うなという、この色の違いに少し注目してきたというのは進展

かと思います。 

 特に17枚目のスライドの出力と設備利用率の関係のところですけれども、ばらけてはいるんだ

けれども、下水汚泥というところを見ると大きいし、相対的にはどちらかというと上のほうにい

るなという感じを受けて、そのあたりがデータ分析のベースになって、事務局提案になっている

んだと思います。これもたくさんあるんで、順番で行きたいと思います。 

 まず25枚目のスライドです。要するに2021年度の扱い、このバイオマスはここでなきゃいけな

いんで、まず一般木質、液体燃料で１万ｋＷ以上入札ということで、いいと思います。 

 それから調達価格ですね、入札以外の部分です。これは要するに先ほどの想定値を上回ったり、

下回ったりしているのがあるということで、ここはやはりちょっと変えにくいかなという結論で

すけれども、そうかなという感じです。 

 それから26の新規燃料取扱いというところですけれども、ここは私ちょっと、うんと思ったん

ですけれども、そもそも一般木質の場合も森林が持続可能的に経営されているという、たしか林

業のほうのトレースのデータか何かを使ったわけで、ところがパーム油は一般木質等のところに

出てきたものだから、持続可能性認証というのが入ってきて、そこでちょっとフェーズが変わっ

たような感じになって、いろんなバイオマスがここに入ってくるんですけれども、例えばＰＫＳ

というのは、農業残渣というか、そういうもので前から認められてきていたわけです。ここでわ

ざわざ新規燃料で出てきたものを、またこの今の持続可能性認証というようなところでスクリー

ニングをかける。だけどＰＫＳは既にやられて、パームトランクもこの前やったということで延

長というところです。ここは、本当はもっと整理してほしいな。だからこの26枚目の２つ目の四

角に書いてある最後の、21年度についてはバイオマス発電の新規燃料を認めないというのが、何

となく不公平感はあるんだけど、しかし実務でやれというと大変なのかなと思って、あまりコメ

ントすることは避けたいんですけれども、ちょっと不公平感がやっぱり私にはあるなと思いまし

た。 

 もっと細かいんですけれども、27枚目の解釈の明確化というところのメタン発酵バイオガス。
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確かにメタン発酵バイオマスの原料を、例えば先ほどバイオガスのデータのところにあったよう

に、様々あるわけですよね。一番問題なのは、建築資材を燃焼したら安く買い取るのを、バイオ

ガスに化けると高く買い取られるのは困るから、これは建築資材の区分で買い取りましょうと、

これは合理的だと思うんですけれども、言い出すと切りがないなという感じがしなくもない。多

分、建築資材のカテゴリーは建築資材廃棄物という区分があるからそうなんだけど、いちゃもん

をつけようと思うと、下水汚泥というのもメタン発酵バイオガスにしなくても、下水汚泥を燃料

として燃焼するということは可能なわけで、そうするとそれはどの区分になるんですかという気

が私はします。寝た子を起こす必要はないんだけど、そういうような議論が起こってきたら、い

つまでもこういう個別のケースをバイオマスでやっていくと非常に大変だなという気がするのを

多少懸念しています。この27のところも、これではこれでいいかなと思っております。問題が起

こったら、やはり対処しなきゃいけないということが出てくるかもしれない。 

 それで、最後のところの提案の35ページからですね。まず35ページのところは、基本的に原則

ＦＩＰに移行するのは、原則１万ｋＷ以上だけど、1,000ｋＷ以上のところを目指していこうと

いう話は、これはこれで結構だと思います。こうあらかじめ言っておいて、１万ｋＷが続くんじ

ゃなくて、1,000ｋＷにしようとしているという我々の意図をちゃんと発信する必要があると思

っています。 

 それから37、38ですが、メタン発酵バイオガス以外のところはこれでよろしいと思うんですけ

れども、38ですね。メタン発酵バイオガスはだから、1,000ｋＷのところで区切ると、ちょっと

別の区分ができるんじゃないかということを書いておいた上で、しかしＦＩＰ制度の移行も同時

に進めることにも留意して2022年度は変更しないという話なんで、非常に乱暴に言ってしまうと、

ここの部分は、国民負担に大きな影響を与えるかというとそうでもないわけなので、これもよろ

しいかなと思いました。 

 私からは以上です。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 質問が１点と、幾つか細かい御指摘をいただきました。質問については、今事務局から答えて

いただくとして、全体的には大きな御異論がなかったというふうに理解しております。 

 事務局、質問について、中小水力の段階的、これの意味ですね。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 まず24ページを見ていただければと思います。すみません、私が時間の関係上、省略してしま
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ったのですが、24ページのところで、「本年度の取扱いを示す対象」というふうな表現をさせて

いただいております。これは複数年度というか、なるべく予見可能性を与えるという観点から、

22、23と、21は決まってございますので、先々３年分ぐらいのところは可能な限り決めていきた

いなということで、もともとここは考えておりました。 

 ですので、「段階的に」というのは、要するに22、23と段階的にと、そういう趣旨でございま

して、そういう意味では、今の山地委員からのお話で行くと、区分とかということというよりも、

時間軸としての段階的という趣旨でございまして、もしそう意味で変更するんだとすると、２年

間ございますので、いきなりドンと行くというよりも段階的になるのかなという趣旨で書いた次

第でございます。 

 以上でございます。 

○山地委員 

 了解しました。多分そうだろうと思っていたんで確認です。 

○山内委員長 

 よろしいですか。ありがとうございます。 

 コメントに対するリプライといいますか、それは全体を通じてお願いしたいと思いますので。 

 次は松村委員でよろしいですか。 

○松村委員 

 分かりました。聞こえますか。 

○山内委員長 

 大丈夫です。 

○松村委員 

 まず、2021年度の扱いについては、３類型全てにおいて、事務局の提案に異議ありません。今

まで指摘された問題というのを適切に対応していただいたかと思います。 

 次に、中小水力及び地熱に関して、それ以外の点についても、特段の異論はありません。事務

局の提案のとおりでいいかと思います。 

 この２つに共通、あるいはバイオでも一部当てはまるのかもしれませんが、この資料で出てき

ているのは、まず個別性が非常に高いというか、コストの構造だとか、実績だとかいうのの個別

性が相当大きいというようなこと、それからそもそも数が少なくて、そこからいろんな結論を導

くのは難しいというようなことが繰り返し指摘されているんだと思うんですが、しかしこの構造

は、この後も多分変わらないと思うので、これ、どう整理するのかということは考えなければい

けないと思います。個別性が非常に高いところで、トップランナーという格好でものすごく効率
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性の高いところというのに焦点を当ててしまうと、ほとんどのものが事業が継続できなくなると

いうことがある反面、それがその規模を大きくしようとして、限界的なところというのをできる

ようにということを考えると、その効率的なところには巨大な余剰が発生して国民負担が増えて

しまう、そういう構造というのが出てくると思いますので、この点については今後もちゃんと考

えていく必要があるかと思いました。 

 バイオに関しては、今回の整理に若干不満があります。 

 まず、ＦＩＰということに関して、取りあえず初年度は１万以上という格好で、これはもとも

と１万以上のところはＦＩＰに移行するということがあらかじめ明確にされていたというような

ことがあったので、その基準が１万よりも大きくなるということはないと思うんですが、１万以

下のところは、地域活用などでＦＩＴに残る可能性があるということは示してきたとしても、そ

のことをコミットしたわけじゃないんで、本当はもっと低いところから始めるべきではないかと

いうふうに思っています。 

 繰り返し言っていますが、バイオというのは、ＦＩＰに移行することのメリットの最も大きな

電源なので、ここを１万以上としてしまうことには少し不満があります。しかし、今日の事務局

の資料でも、初年度にいきなり１万より小さなところを基準点にするということをすると予見可

能性というのを低めるということは確かに事実だと思いますのでやむを得ないと思いますが、今

回事務局のほうから、明確に2023年度以降は1,000以上というふうにすることを念頭に置いて、

今後議論をするということを言われたかと思います。 

 ただ、これは、私は若干恐れているのは、こういう方向で何年度以降に実施できるようにとい

う議論を始めると、その連続性というのを重視して、いつまでもたっても進まないだとか、結局

遅れるだとかいうようなことが起こるのではないかと懸念しています。もし委員の間で、2023年

度から1,000ｋＷ以上というのに移行するということに反対の意見があるのであるとするならば、

予見可能性ということの観点からも、今日意見を表明していただきたい。もしその表明がなけれ

ば、2023年度以降という、今日の時点でコミットするということは難しいとは思いますが、少な

くとも委員の間で反対意見はなかったというようなことを確認することが必要なのではないかと

思います。 

 私は、この点は、事務局の説明に納得はしていますが、本当にちゃんと強力にやっていただけ

るのかどうかということについて、もう少し強いコメントが必要なのではないかというふうに思

います。 

 次に、これは地域活用電源というところで言うべきだったのかもしれませんが、バイオに関し

ては、私はアディショナルな要件が本当は必要なのではないかと思っています。それは、出力に
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関して出力調整の範囲ということなんですが、別の委員会、系統ワーキングなどでも、その出力

抑制が起こるような時間帯というのに関しては、まず、太陽光だとか風力だとかの変動電源を抑

制する前に、もちろん化石だとかを抑制するわけですが、その後、バイオだとかも可能な限り抑

制するということになっているはずです。 

 しかし、それでも調整能力が足りなくてできないと回答する事業者が続出しているということ

が多くの問題になっており、もう随分以前から、少なくとも50％までは絞るというようなことが、

繰り返し繰り返し示されています。この局面で、その出力抑制の結果、ＦＩＴで届けている結果

よりも50％以下にできないというような電源に関しては、従来から社会的な効率性の観点から求

められてきた、繰り返し繰り返し求められてきたことに、まだ対応ができないというような電源

については、私はＦＩＴにすることの弊害というのはとても大きい。ＦＩＰだとすると、そのよ

うな局面では価格が下がっているので、自然に発電を抑制するインセンティブが出てくるんです

が、ＦＩＴではそのようなインセンティブがないということを考慮すれば、ＦＩＰに移行しない

でよい電源というのに関しては、バイオに関しては特に出力の調整というのはきちんとできると

いうこと、必要なときには50％以下に出力を落とせるということも要件にすべきなのではないか

というふうに思っています。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 先ほどの問題提起の点については、全ての発言が終わって、それから事務局のコメントがあっ

た上で確認をしたいと思います。よろしいですか、それで。 

 それでは髙村委員、どうぞ御発言いただけますでしょうか。 

○髙村委員 

 髙村でございます。 

 資料の２、３、４について、基本的な方向性について、私は賛成をいたします。事務局の御提

案の趣旨、事務局の基本的な戦略といいましょうか、方向性というのは、市場統合をまず促して

いこうと。当面、買取り区分ごとの件数の限りとか、データの欠如しているところもあるので、

当面コストの想定については維持をするということかと思います。ただ、山地先生や松村先生か

らもありましたように、やはりコストの精査はしながら、どういうコスト低減、あるいはどうい

うふうにこの３つの電源について見通していくのかということは、やはり検討が必要だというふ

うに思います。これが総論的なコメントです。 

 その上で一つ、これは今回ということではありませんで、今後の検討課題としてですけれども、
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これは山地先生の別の委員会のところでも発言をさせていただきましたが、やはりＦＩＴに比べ

ると、ＦＩＰについては資金調達コストが高くなるという先行研究があると思います。当然、こ

れはＦＩＰが市場価格の変動にさらされるわけですので、事業収入の変動というのがＦＩＴより

も大きくなるということは、多分自明といいましょうか、そのとおりだと思うんですけれども、

その意味で、市場統合を促していく、ＦＩＰに誘導していくという点で、ＦＩＰの設計というの

ができるだけ、少なくとも初期の段階でこうした資金調達コストが大きくならないような設計が

必要だというふうに思います。そういう意味で、別の委員会ですけれども、ＦＩＰの設計につい

ては引き続き議論をしていくと思いますが、その点をぜひ配慮していただきたいと思っておりま

す。 

 この委員会の文脈ですと、今後の検討課題としてお願いしたいというのは、その上で、つまり

ＦＩＰをより市場統合に順調に、スムーズに移っていくＦＩＰの設計を前提とした上でですけれ

ども、やはりＦＩＰとＦＩＴでＩＲＲの考え方が同じでよいのかという点は、今のＦＩＰのほう

がＦＩＴと比べて資金調達コストが高くなる、あるいは収益の変動のリスクというのが生じると

いうことの裏返しなんですけれども、ＦＩＴのほうが固定価格で買い取られる分、そのリスクは

下がりますので、そういう意味では今この時点で、事務局の御提案に異論はないですけれども、

やはり今後の検討課題としては、ＦＩＰとＦＩＴのＩＲＲの考え方については少し整理をする。

言い方を変えると、相対的に比べると、ＦＩＰのほうがＦＩＴと比べてＩＲＲが高くなるような、

そういう方向性というのは検討をする論点ではないかというふうに思います。 

 繰り返しになりますが、これは今回というよりは今後の検討課題として事務局に提起をしてお

きたいという点です。 

 ちょうど直前、松村委員からあったスライドの35ですけれども、35のところにあります、いわ

ゆるバイオマス発電について、今１万ｋＷという閾値での御提案についてどういかということで

したけれども、私、松村委員がおっしゃっているように、バイオマス発電というのはＦＩＰに最

もなじむ特性を持った電源だと思いますし、その意味でもできるだけ早期にそちらに移行してい

くという方向性というのは、全く同感であります。 

 若干、賛成か反対かと先生に問われたので申し上げると、事務局のスライドの35の文章は、

2023年度以降、早期に1,000ｋＷ以上ということでの閾値を示されているんですけれども、先ほ

ど言いましたようにできるだけ早期にという点は全く同意なんですが、いわゆるＦＩＰの制度、

それからそれを巡る運用の状況がどうなっているかというところが、唯一、今の段階でまだ分か

らないところで、そういう意味で早期にというところ、2023年度以降早期にというところは同意

ですけれども、そのときに1,000ｋＷなのかという閾値のところについては若干留保させていた



 32 

だけるとありがたいと思っております。 

 恐らく5,000ないし、あるいはもうちょっと行くと2,000以上のところは、比較的大きな発電事

業だと思いますけれども、そういう意味で今の１万よりは切り刻む余地は十分にあると思うんで

すが、一気に1,000なのかというところについては、少し状況を見て判断をするのがよいのでは

ないかというふうに思っているということでございます。 

 もう一つ、バイオマスに関して、事務局からバイオマスの持続可能性ワーキングの報告をいた

だきました。特に資料４のスライドの22のあたりに、この間の議論で得られた結論と、継続、検

討事項について整理をしていただいていると思います。 

 先ほどの山地先生の御意見の中で、新規燃料と既存の燃料の特に経過措置とのバランスがどう

かと、若干、先生、躊躇しながらの御発言があったと思いますけれども、恐らく事務局のところ

もできるだけ早く議論を進めたいというふうに思っていらしたと思いますが、コロナの影響もあ

って、少し議論のスタートが遅れたという点、それから特にライフサイクルＧＨＧについて、か

なり技術的、専門的な事項もある。これは事務局からも説明があったと思います。 

 そういう意味で、新規燃料のところについて、残念ながらその議論を最終的に尽くせなかった

ということかと思います。一度買取りを認めますと、一般的に長期の数年、ないしは10年を超え

る契約がなされるケースが多いので、これは燃料の安定供給の観点から重要だと思うんですけれ

ども、拙速に新規燃料というふうに決めることで、逆にそうした長期の契約を結んだ事業者にと

っての不利益が生じるということも個人的には懸念をしておりまして、そういう意味で、本来で

あればもっと早く御判断ができればよかったんだと思いますけれども、こういう報告になってい

ると理解をしております。不足のところは事務局から補足をしていただければありがたいと思い

ます。 

 その上で、バイオマス持続可能性ワーキングのところから、特にワーキングの委員のところか

ら出ていた意見で、やはりお伝えをしておく必要があるかなというふうに思っている点が、３つ

ほどございます。 

 １つは、スライドの26あたりのところですけれども、経過措置の延長について、これは、経過

措置は2018年度の算定委員会の意見で決めたものですけれども、経過措置の延長については致し

方ないという、ワーキングの委員の意見もそうでありましたが、やはり持続可能性の取組をきち

んと前提に、そちらが経過措置の期間中もしっかり進んでいるのかという点について、委員から

意見が出ておりました。これは私も同感でして、そもそも経過措置、これはバイオマス液体燃料

の経過措置を認める際に、取組内容とともに、燃料調達元の農園の情報を自社のホームページ等

で情報開示をすることということが経過措置の条件になっていたというふうに理解をしておりま
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す。 

 したがいまして、これは事務局へのお願いでありますけれども、こうした経過措置期間中の持

続可能性の取組について、バイオマスワーキング、あるいは算定委のところで確認をするという

ことを、お願いをしたいというふうに思っております。 

 それから２つ目のバイオマスの持続可能性のところに関して、ワーキングのメンバーからも出

ておりましたのは、既に買取りの対象になっている燃料についても、これは2019年度、昨年度の

算定委員会の意見で、ライフサイクルＧＨＧの排出量について、専門的、技術的な検討を行うと

いうことであります。そういう観点から今作業をしていると思っておりますけれども、改めて持

続可能性ワーキングのメンバーのところから、いわゆる既に買取り対象になっているバイオマス

燃料について、ライフサイクルＧＨＧの排出量を含む持続可能性がきちんと満たされているのか、

その確認が効果的に行われているのかという点についても、しっかり議論をすべきだという意見

が出ております。 

 私もその点は非常に重要だと思っていまして、優先順位はまず新規燃料から始まった議論と思

いますけれども、しかし既に買取りの対象になっているバイオマス燃料についても、その基準を

確認の方向も含めた持続可能性基準の確認というのが必要かなというふうに思っております。 

 最後の点は、これはむしろワーキングと算定委、両方に関わることかと思いますけれども、と

りわけＰＫＳ等々の認証について、新しい認証を準備して、その持続可能性の認証を受けて燃料

を使いたい事業者の取組が進んでいるかと思います。今回、そうした認証についてまだ準備が整

わなかったものもございますけれども、どうしても算定委のサイクルから行きますと、その最終

的な決定に１年かかると。そうしますと、認証を使った燃料の調達の促進といった点について、

やはり非常に時間のタイムラグができるということから、できるだけワーキングのところで実質

の審査を早め、かつできるだけ早いタイミングで、実質的な算定委での確認をしてほしいという、

これは事業者のほうから強い要請がございましたので、この点についてはぜひ、持続可能性ワー

キングでも議論がございましたけれども、改めて算定委の判断も必要な点と思いますので、御検

討いただきたいというのが、事務局への要望でございます。 

 すみません、長くなりました。以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは大石委員、どうぞ御発言ください。 

○大石委員 

 ありがとうございます。１つずつ申し上げたいと思います。 
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 まず地熱については、先生方がおっしゃいましたように、今回のこの決定の方向で、私も賛成

いたします。1,000ｋＷのところでの区分というのが妥当だと思います。 

 ただ一つ、これは地熱だけではなくて、中小水力、あとバイオマスも関係すると思いますが、

コスト低減のためにリプレースという方法もあると思いますが、リプレースの要件は既に定まっ

ていると思いますが、実際にはどのくらいリプレースが行われているのか、そのリプレースの要

件とともに確認したいと思いましたし、どの要件をリプレースとみなすのか、という点について、

引き続き検討いただきたいと思いましたのが１点です。 

 それから中小水力についても、今までの先生方の御発言にもありましたように、方向性として

はこれで問題ないと思います。 

 最後、バイオマスについては、今、髙村先生からお話があった持続可能性ワーキングの議論と

いうところ、私も大変気になっております。最初に山地先生から、新規燃料と既存燃料との認定

の差について御発言がありましたけれども、逆に私は、既存燃料の認定については、当初、この

持続可能性ワーキングが設置されていない状況での認定だったということを考えますと、既に認

定されているのだからいいのだ、ということではなく、持続可能性ワーキングのこの議論を踏ま

えた上で見直すということも必要ではないかと思っております。やはり国民負担により実施され

るものであると考えますと、やはり社会的、倫理的に問題のあるものを、既に認めているから認

めるべきだというのはちょっと違うと思っております。その意味からも、持続可能性ワーキング

での議論というのを、できるだけ早急に進めていただきたいと思っています。 

 その意味で、先ほど髙村先生のほうからも言及がありましたけれども、資料の26のところ、こ

こで今回は新規燃料のことについてのみ書かれておりますが、新規燃料だけではなく、今申しあ

げましたように既存のものについても見直しをお願いしたいと思っております。あとは経過措置

のところです。今回、髙村先生から御説明がありましたように、コロナ禍でもあり、なかなか対

策を進めることができないので、パーム油、それからＰＫＳについては経過措置を延長したとい

うことでして、本来であれば延長せずに、もっと早く対応を求めるところですが、今回は致し方

ないかなと思ったところです。 

 ただ、髙村先生がおっしゃいましたように、延長した間、今までどおりであることを認めてい

いのかというと、少なくとも、改善に向けてどのような努力をして、どのように実際に改善して

いるかについては、私たち調達価格算定委員会としても大変関心のあるところですので、ぜひ情

報提供をいただきたいというのが１点です。 

 それから松村先生から意見を求められた点ですけれども、髙村先生がおっしゃられたように、

1,000ｋＷというのが妥当かどうかというのは、私も最初は松村先生の御意見を聞いていて1,000
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ｋＷというふうに思っていたのですけれども、高村先生の御意見を聞いていて、本当にいきなり

1,000ｋＷにしていいのかと、私の中で迷いが生じているところです。 

しかし、少なくとも1,000ｋＷに向かう方向で、できるだけ早期に進めていくべきとは思ってお

ります。先生方がおっしゃいましたように、やはりバイオマスというのは、一番ＦＩＰに適して

いる電源だと思いますし、それから今後再エネを最大限増やしていくときに、やはりバイオマス

は調整電源としての大きな役割、意義があると思っておりますので、できるだけ自立して、しか

も増えていく方向でということを考える必要があり、この方向性には賛成したいと思っておりま

す。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 先ほどの松村委員からの問題提起については、今お二方からお答えいただきました。それを含

めて、山地先生、何かコメントございますでしょうか。 

○山地委員 

 私は、デルタｋＷ価値が需給調整市場の設計の中でどの程度明確になるのか、それからＦＩＰ

の制度も、まだ詳細が決まっているわけではないということで、そういうことを考えると決め打

ちで23年度というよりは、事務局案の「23年度以降早期に」という表現でいいんじゃないかと思

っています。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

事務局から、全体についてコメントございます。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 先生方におかれましては、多岐にわたるコメント、ありがとうございました。幾つか今回答で

きるところを、回答させていただきます。 

 まず順番に行きますと、最後の大石委員から御質問があったリプレースのところでございます

が、まずファクトの関係でいきますと、資料２、地熱発電の14ページ目のところに、地熱の認定

導入状況という茶色の表があるかと思います。そこの一番下のところに米印がございますが、リ

プレースについて、まず実績としては、この認定導入としてもゼロ件というふうになってござい

ます。 

 リプレースの定義につきましては、これは設備の更新をするときに、地下の設備を流用すると
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いうこと、それから地下の設備を新たに掘削して申請するといったケースでございますが、こう

いった意味での系統設備を基本的には流用していくというようなものがリプレースのものでござ

いますが、いずれの区分においてもまだゼロ件というふうになってございます。 

 それから水力につきましては、同じく水力のほうの資料の19ページ目のところになります。資

料３の19ページ目のところでございますが、18ページ目が新規の案件でございまして、19ページ

目がリプレースということで、こちらは既設導水路活用型というふうになっていまして、名前の

とおり、具体的には既に設置している導水路を活用して、電気設備や水圧転換を更新するといっ

たような定義だというふうになってございます。 

 先ほどの地熱のところですが、先ほど申し上げました２つのパターンがございますが、いずれ

のパターンにおいてもゼロ件というふうになってございますというのが、まず一応今の状況でご

ざいます。 

 それからバイオの関係で幾つか御質問、御指摘いただきまして、幾つか正直申し上げると難し

い課題も含んでおりますが、まず新規燃料のところの取扱いのところで、山地委員からお話がご

ざいました早期に決定していくべきじゃないかというところ、これは髙村先生からもお話がござ

いまして、ワーキングの議論も踏まえてというところでございますが、一応、昨年の算定委の議

論を踏まえまして、食料競合という点、それからライフサイクルのアセスメントという点の両方

の観点からしっかりとチェックしていく必要があるというのが、昨年の方向性かというふうに理

解してございます。 

 そういう意味では食料競合という部分については一定の整理ができておるわけでございますが、

その部分だけで、ある種認めていくとした場合に、その燃料がライフサイクルの観点から見たと

きに妥当なのかといった御懸念もまた同時にあり得るということで、両方の議論がセットされた

上で、意義のあるものをしっかり認めていくという設計が必要なのかなというふうに考えており

ます。 

 そういう意味では急いで検討していくというところをしっかり認識しつつも、制度的には少し

整理をしっかりしていかないと難しいところもございますので、今年度はこういった形の整理と

させていただきつつ、引き続き、ワーキングのところでの議論を早急に深めていくというふうに

していくことかなというふうに考えてございます。 

 その中で、髙村委員、それから大石委員からもお話がございました、既設の部分も含めてとい

うところの御指摘があったかと思いますが、そういう意味ではまず新規のものをしつつ、そこも

昨年の委員会での議論の中で、既設も含めて検討のスコープに入れるようにということの方針か

と理解してございますので、方針としてはそういう形かと思ってございます。その上で、やはり
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既設の部分について、どういうルールの適用があり得るのか、もしくはないのかといったところ

については、もう少し、もう一段二段深めた議論が必要かなというふうに思ってございますが、

検討のスコープとしては入れていく必要があるのかなというふうに理解してございます。 

 それから、経過措置の部分につきまして、すみません、ここちょっと今、手元になくて恐縮で

ございますが、御指摘のとおり、ただ認めるということではなくて、その間にしっかりと農村の

情報の開示等の含めた取組をしていただくということが前提になってございますので、こうした

取組についてはしっかりと引き続き促していきたいというふうに思っております。 

 それから松村委員から御指摘いただきました、バイオの地域活用の要件のところについては、

これは先ほど地域活用要件のところでも幾つか宿題をいただいておりますので、併せて事務局の

ほうで検討をさせていただければというふうに思ってございます。出力調整の要件といったとこ

ろの御指摘のところでございます。 

 それから最後に、これは３電源に限らず制度全体に横たわるところの課題だと思いますが、松

村委員から御指摘いただきました。やはり分散が大きいということ自体は、来年、再来年になっ

ても変わらないのではないかというような御指摘の中で、まさに効率的な事業の実施というとこ

ろを追求しつつ、一方でかなりそういう意味でばらつきがあるというところ、一方で、効率的な、

マージナルなものについては、結果として大きなレントが発生しているのではないかというのは、

これは制度設計、それから価格設計というところの大きな理念に関わるところだと思いますので、

これは正直直ちに答えがあるわけではございませんが、引き続き制度全体の運営として考えてい

かなきゃいけない大きな宿題というふうに認識してございます。 

 それから髙村委員からお話もありましたＦＩＰとＦＩＴのところにおけるリスクの違いといっ

たことにつきましても、これも３電源を超えた御指摘だと思いますので、今後の設計に当たって

の１つの課題だと思いますが、同時にＦＩＴからＦＩＰに移行するというところに電力市場の統

合といった価値があるわけですが、結果として、それが価格が高くなっていくとか、国民の負担

につながるといったような認識で持たれてしまうことは、これはFeed-in Premiumの制度そのも

のの、ある種その趣旨を誤解して理解していただくことにもなるのかなと思いますので、そうい

った点も含めて、どういう形の制度設計があるべきかというのは考えていく必要があるかなとい

うふうに思ってございます。 

 事務局のほうから以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 委員のほうから、何か追加的な御発言はございますか。よろしいですか。 
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 私のほうでまとめさせていただきますが、基本的に地熱と中小水力、これについては大きな問

題提起はなかったというふうに思っております。いろんな御注意とか御意見をいただきましたが、

それは今事務局から回答していただいたとおりだというふうに思っております。 

バイオマスについても基本的にはお認めいただいたというふうに理解しておりますけれども、新

規燃料のところとか、あるいは持続可能性確保についてとか、そういったところはここの議論に

直接関わるところで御意見をいただきまして、それについても今事務局から御説明をいただいた

ような形でよろしいかというふうに思っております。 

 最後に、松村委員からの御指摘の2023年度以降の、いわゆるＦＩＰへの移行、これを2023年度

からＦＩＰに移行という形で結論できないかという、こういう御指摘だったんですけれども、ほ

かの３名の委員の方は、必ずしもそれに無条件で賛成という形ではなかったというふうに理解し

ます。そこで事務局の結論としては、2023年度以降については、早期に1,000ｋＷ以上もＦＩＰ

体制のみとすることは目指しつつ、来年度以降検討すると、こういうことでありますので、恐ら

くこれの内容は、３名の委員の方が言われたことを含んでいるというふうに理解いたしますので、

それからこれであっても、松村委員の御指摘も含んでいるということだと思いますので、こうい

う形で結論、異論はなかったということでまとめさせていただきたいと思いますけれども、よろ

しゅうございますか。 

 松村委員、いかがですか。 

○松村委員 

 はい、それで結構です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、そのような形で、今日の取りまとめとさせていただこうと思います。 

○清水新エネルギー課長 

 委員長、髙村先生から、資料１に関して発言したいと。 

○山内委員長 

 了解です。 

 髙村さん、どうぞ御発言ください。 

○髙村委員 

 資料２から４はもうよろしいでしょうか。まとまったという理解で発言を希望しましたが。 

○山内委員長 

 そうさせていただいて、資料１についてですね。 
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 どうぞ。 

○髙村委員 

 はい。ありがとうございます。 

 １個言い残したことがございまして、事務局のところで検討をお願いしたい事項として、これ

は以前から申し上げているんですけれども、いわゆる自治体が他法令で、公的な位置づけを与え

る再エネ事業の取扱いについてです。地域活用要件との関係ですね。具体的には多分、農山漁村

再エネ法が１つの例としてあると思いますけれども、それから最近の報道等では、温暖化対策推

進法の下で、自治体の再エネ関連の計画をつくるといったような案も検討されていると聞いてお

ります。 

 そういう意味で、他法令で自治体が公的な位置づけを与える事業の取扱いについても、検討を

お願いしたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○山内委員長 

 承知しました。これは事務局のほうで御検討ということで、よろしゅうございますね。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございますが、１点だけ、申し上げます。 

 先ほどの資料の中で、14ページ目のところでございますが、自治体の名義での取決めという表

現で今回書かせていただきまして、昨年まで防災計画等のところですね。この趣旨は今、髙村委

員からお話があったような法律上のやり取り、計画の認定といったものの、この自治体の名義と

いうところの取決めに含むものだというふうに、事務局としては考えてございます。 

 一方で、何でもいいということではなくて、やはりまさに地域一体型のこの理念に資するとい

うことで、災害時を含む取決めという、この自治体内の供給といったことも位置づけられている

ものというようなものであれば、髙村委員から御指摘いただいた各種法令における認定というも

のも、自治体の意思を示すものというふうになるかというふうに認識してございます。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 髙村委員、よろしゅうございますか。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。 

○山内委員長 
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 霞が関文学ということだそうですので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、ほかによろしければ、これで議論を閉じて、先ほどのような結論にさせていただこ

うというふうに思います。 

 次回の開催について、事務局から。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 次回の委員会につきましては、経済産業省のホームページによりまして、時期がまいりました

ら、適宜お知らせいたします。 

 

４．閉会 

 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 本日は大変熱心な御議論をいただきまして、ありがとうございました。 

 以上をもちまして第65回調達価格等算定委員会を閉会とさせていただきます。どうもありがと

うございました。 

 

（お問合せ先） 

資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

 電話：03-3501-4031 

 FAX ：03-3501-1365 


